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（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）

健康寿命を延伸し、高齢者の労働参加を拡大するためにも、健康づくり・予防・重症化予防を強化し、デジタル技術を活用

したヘルスケアイノベーションの推進やデジタルヘルスを含めた医療分野のスタートアップへの伴走支援などの環境整備に取

り組むとともに、第３期データヘルス計画を見据え、エビデンスに基づく保健事業※255を推進する。リハビリテーション、栄

養管理及び口腔管理の連携・推進を図る。

※255 予防・重症化予防・健康づくりの政策効果に関する大規模実証事業を活用する。

次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の同時改定においては、物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減

少する中での人材確保の必要性、患者・利用者負担・保険料負担への影響を踏まえ、患者・利用者が必要なサービスが受けら

れるよう、必要な対応を行う。その際、第５章２における「令和６年度予算編成に向けた考え方」※266を踏まえつつ、持続可

能な社会保障制度の構築に向けて、当面直面する地域包括ケアシステムの更なる推進のための医療・介護・障害サービスの連

携等の課題とともに、以上に掲げた医療・介護分野の課題について効果的・効率的に対応する観点から検討を行う。

※266 第５章２②で引用されている骨太方針2021においては、社会保障関係費について、基盤強化期間における方針、経済・物価動向等を踏まえ、その方針を

継続することとされている。

（参考）第５章 当面の経済財政運営と令和６年度予算編成に向けた考え方

２．令和６年度予算編成に向けた考え方

② 令和６年度予算において、本方針、骨太方針2022及び骨太方針2021に基づき、経済・財政一体改革を着実に推進する。

ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。

第４章 中長期の経済財政運営

２．持続可能な社会保障制度の構築
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経済財政運営と改⾰の基本⽅針2023（令和５年６⽉16⽇ 閣議決定）



診療報酬改定の流れ
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・ 診療報酬改定は、
① 予算編成過程を通じて内閣が決定した改定率を所与の前提として、
② 社会保障審議会医療保険部会・医療部会において策定された「基本⽅針」に基づき、
③ 中央社会保険医療協議会において、具体的な診療報酬点数の設定等に係る審議を⾏い実施されるも
のである。

○社会保障審議会で決定された「基本⽅針」に
基づき審議
○個別の診療報酬項⽬に関する点数設定や算
定条件等について議論

中央社会保険医療協議会

○基本的な医療政策について審議
○診療報酬改定に係る「基本⽅針」を策定

社会保障審議会
医療保険部会・医療部会

○予算編成過程を通じて改定率を決定

医療費総額の決定

医療費分配の決定医療政策の⽅針決定

内閣



改定率と物価・賃金の上昇率（前年比）の推移
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診療報酬改定率（本体）（％）

診療報酬改定率（本体＋薬価等）（％）

物価上昇率（％）

賃金上昇率（％）

※１ 物価上昇率は2020年基準消費者物価指数（総務省）の前年度比。

※２ 賃金上昇率は毎月勤労統計調査（厚生労働省）のきまって支給する給与指数の前年度比であり、1990年度までは30人以上の事業所、1991年度以降は５人以上の事業所が調査対象。

年度



１．令和４年度診療報酬改定

２．改定の基本的考え⽅（私⾒）

３．令和6年度診療報酬改定に向けた検討状況



改定の基本的視点と具体的⽅向性

令和４年度診療報酬改定の基本⽅針（概要）

（３）患者・国⺠にとって⾝近であって、安⼼・安全で質の⾼い医療の実現
【具体的⽅向性の例】
○患者にとって安⼼・安全に医療を受けられるための体制の評価や医薬品の安定供給
の確保等
○医療におけるICTの利活⽤・デジタル化への対応
○アウトカムにも着⽬した評価の推進
○重点的な対応が求められる分野について、国⺠の安⼼・安全を確保する観点からの
適切な評価
○⼝腔疾患の重症化予防、⼝腔機能低下への対応の充実、⽣活の質に配慮した⻭科医療
の推進
○薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、薬局・薬剤師業務の
対物中⼼から対⼈中⼼への転換の推進、病棟薬剤師業務の評価

（４）効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上
【具体的⽅向性の例】
○後発医薬品やバイオ後続品の使⽤促進
○費⽤対効果評価制度の活⽤
○市場実勢価格を踏まえた適正な評価等
○医療機能や患者の状態に応じた⼊院医療の評価（再掲）
○外来医療の機能分化等（再掲）
○重症化予防の取組の推進
○医師・病棟薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使⽤等の推進
○効率性等に応じた薬局の評価の推進

（２）安⼼・安全で質の⾼い医療の実現のための医師等の働き⽅改⾰等
の推進【重点課題】

【具体的⽅向性の例】
○医療機関内における労務管理や労働環境の改善のためのマネジメントシステムの実践
に資する取組の推進
○各職種がそれぞれの⾼い専⾨性を⼗分に発揮するための勤務環境の改善、タスク・
シェアリング／タスク・シフティング 、チーム医療の推進
○業務の効率化に資するICTの利活⽤の推進、その他⻑時間労働などの厳しい勤務環境
の改善に向けての取組の評価
○地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の確保
○令和３年11⽉に閣議決定された経済対策を踏まえ、看護の現場で働く⽅々の収⼊の
引上げ等に係る必要な対応について検討するとともに、負担軽減に資する取組を推進

（１）新型コロナウイルス感染症等にも対応できる効率的・効果的で
質の⾼い医療提供体制の構築【重点課題】

【具体的⽅向性の例】
○当⾯、継続的な対応が⾒込まれる新型コロナウイルス感染症への対応
○医療計画の⾒直しも念頭に新興感染症等に対応できる医療提供体制の構築
に向けた取組

○医療機能や患者の状態に応じた⼊院医療の評価
○外来医療の機能分化等
○かかりつけ医、かかりつけ⻭科医、かかりつけ薬剤師の機能の評価
○質の⾼い在宅医療・訪問看護の確保
○地域包括ケアシステムの推進のための取組

▶ 新興感染症等にも対応できる医療提供体制の構築など医療を取り巻く課題への対応
▶ 健康寿命の延伸、⼈⽣100年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現
▶ 患者・国⺠に⾝近であって、安⼼・安全で質の⾼い医療の実現
▶ 社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和
社会保障の機能強化と持続可能性の確保を通じて、安⼼な暮らしを実現し、成⻑と分配の好循環の創出に貢献するという視点も重要。

改定に当たっての基本認識
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⼊院から在宅まで切れ⽬のない医療を提供するための取組①（機能編）
令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－３ 医療機能や患者の状態に応じた⼊院医療の評価

急性期

在宅療養⽀援病院
在宅療養⽀援診療所

⾃宅

療養病棟

地域包括ケア病棟

介護サービス

回復期リハ

有床診療所の⾒直し

訪問看護の⾒直し
• 退院⽀援指導加算の充実
• 専⾨管理加算の新設

地域包括ケア病棟⼊院料の⾒直し
• 救急の実施等の要件化
• ⾃院⼀般病棟からの転棟割合適正化
• 在宅患者の受⼊等、在宅医療等の実績
• ⼊退院⽀援加算の要件化

診療所等

急性期⼊院料の⾒直し
• ⼊院料の再編
• 重症度、医療・看護必要度の
⾒直し

• 急性期充実体制加算の新設

回復期リハ⼊院料の⾒直し
• ⼊院料の再編
• 重症者割合の⾒直し
• ⼼疾患の回復期リハを要する
状態への追加

療養病棟⼊院料の⾒直し
• 医療区分の⾒直し
（嚥下機能評価等体制の要件化）
• 経過措置病棟の評価⾒直し

特定集中治療室等の⾒直し
• 重症患者対応体制強化加算の新設
• 早期離床リハ加算・早期栄養介⼊管理加算
の対象治療室拡⼤

• ECMOに係る評価の⾒直し

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤において果たした医療機関の役割等も踏まえ、⼊院から在宅まで切れ⽬のない医療を
提供する観点から、提供する医療の対象となる患者の病態像や医療の内容に着⽬し、それらに⾒合った適切な評価となるよう、
⾒直し・加算の新設等を実施。その際、医療機関の機能に応じた感染対策が実施されるよう、感染対策向上加算１・２・３、
外来感染対策向上加算を新設し、取組を推進。

在⽀診・在⽀病の⾒直し
• 機能強化型在⽀病における後⽅
⼊院機能の評価

• ⼩児の在宅がん診療の評価

• 初期加算の⾒直し
• 維持透析受⼊の評価
• 地域連件分娩管理加
算の新設感染対策向上加算・

外来感染対策向上加算
の新設
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令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－３ 医療機能や患者の状態に応じた⼊院医療の評価

急性期

在⽀病・在⽀診

⾃宅

地域包括ケア病棟

介護サービス

回復期リハ

診療所等

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤において果たした医療機関の役割等も踏まえ、⼊院から在宅まで切れ⽬のない医療を
提供する観点から、感染対策向上加算１・２・３、外来感染対策向上加算において求めている医療機関間連携や回リハ病棟の
対象病態の拡⼤、外来在宅共同指導料新設、機能強化型在⽀病の施設基準への地ケア病棟組込み等の新たな連携強化の取組も
活⽤し、医療機関の連携・機能分化を更に推進する取組の評価を実施。

⼊院から在宅まで切れ⽬のない医療を提供するための取組②（連携編）

療養病棟

緊急時受
⼊

緊急時受⼊

在宅医療の提供

救急患者の受⼊推進等

⼊退院⽀援加算の⾒直し

回リハ病棟との機能分担推進
• 重症者割合の⾒直し
• ⼼疾患の回復期リハを要する状
態への追加

• ⼆次性⾻折予防継続管理料の新
設

• 地域医療体制確保加算の対象拡
⼤、充実

• 救急医療管理加算の⾒直し

地域包括ケア病棟との機能分担推進
• ⾃院⼀般病棟からの転棟割合適正化
• 在宅患者の受⼊等、在宅医療等の実績
• ⼊退院⽀援加算の要件化、在宅復帰強化
• 初期加算の⾒直し

外来から在宅への連携推進
• 外来在宅共同指導料の新設
• 在宅療養移⾏加算の新設

有床診療所の⾒直し
• 初期加算の⾒直し

外来機能の分化・連携推進

在⽀診・在⽀病の⾒直し
• 機能強化型在⽀病における後⽅⼊院機能の評価
（地ケア１・３等）

• 地域の24時間在宅医療提供体制への協⼒
• 機能強化型における介護サービス等との連携の
要件化

• 連携強化診療情報提供料の新設
• 紹介受診重点医療機関⼊院診療加
算の新設

• 紹介割合・逆紹介割合に基づく初
診料等の減算

感染対策向上加算・
外来感染対策向上加算

の新設
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在⽀診・在⽀病の施設基準の⾒直し

Ø 機能強化型の在⽀診及び在⽀病について、市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業等において在宅療養⽀
援診療所以外の診療所等と連携することや、地域において24時間体制での在宅医療の提供に係る積極的役割を担
うことが望ましい旨を施設基準に明記する。

機能強化型在⽀診・在⽀病等の地域との協⼒推進

令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－６ 質の⾼い在宅医療・訪問看護の確保－①

改定後
【在宅療養⽀援病院】
［施設基準］（抜粋・例）
(1)病院であって、当該病院単独で以下の要件のいずれにも該当し、緊
急時の連絡体制及び24時間往診できる体制等を確保していること

ア〜サ （略）
シ 以下のいずれかの要件を満たすこと。
• 過去１年間の緊急の往診の実績を10件以上有すること。
• 在⽀診等からの要請により患者の受⼊れを⾏う病床を常に確保し、
在宅療養⽀援診療所等からの要請により患者の緊急の受⼊れを⾏っ
た実績が過去１年間で31件以上あること。

• 地域包括ケア病棟⼊院料・管理料１⼜は３を届け出ていること。
ス （略）

現⾏
【在宅療養⽀援病院】
［施設基準］（抜粋・例）
(1) 病院であって、当該病院単独で以下の要件のいずれにも該当し、緊急
時の連絡体制及び24時間往診できる体制等を確保していること。

ア〜サ （略）
シ 過去１年間の緊急の往診の実績を10件以上有すること。
ス （略）

Ø 全ての在⽀診・在⽀病について、厚⽣労働省「⼈⽣の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイ
ドライン」等の内容を踏まえた適切な意思決定⽀援に係る指針を作成していることを要件とする。

適切な意思決定⽀援の推進

【経過措置】
令和４年３⽉31⽇時点において在宅療養⽀援診療所等であるものについては、令和４年９⽉30⽇までの間に限り、当該基準を満たすものとみなす。

Ø 在宅医療を⽀える⼊院機能の充実を図る観点から、機能強化型在宅療養⽀援病院の要件を⾒直し、緊急の往診の
実績に代えて、後⽅ベッドの確保及び緊急の⼊院患者の受⼊実績⼜は地域包括ケア病棟⼊院料・⼊院医療管理料
１若しくは３の届出により要件を満たすこととする。

機能強化型在⽀病の要件の⾒直し

9
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機能強化型在⽀診・在⽀病
在⽀診在
⽀病

（参考）在宅療養
後⽅⽀援病院単独型 連携型

診療所 病院 診療所 病院

全ての在⽀
診・在⽀病
の基準

① 24時間連絡を受ける体制の確保 ② 24時間の往診体制
③ 24時間の訪問看護体制 ④ 緊急時の⼊院体制
⑤ 連携する医療機関等への情報提供 ⑥ 年に１回、看取り数等を報告している
⑦ 適切な意思決定⽀援に係る指針を作成していること

○ 許可病床数200床
以上

○ 在宅医療を提供す
る医療機関と連携し、
24時間連絡を受け
る体制を確保

○ 連携医療機関の求
めに応じて⼊院希望
患者の診療が24時
間可能な体制を確保
（病床の確保を含
む）
※ やむを得ず当該
病院に⼊院させる
ことができなかっ
た場合は、対応可
能な病院を探し紹
介すること

○ 連携医療機関との
間で、３⽉に１回以
上、患者の診療情報
の交換を⾏い、⼊院
希望患者の⼀覧表を
作成

全ての在⽀
病の基準

「在宅療養⽀援病院」の施設基準は、上記に加え、以下の要件を満たすこと。
（１）許可病床200床未満※であること⼜は当該病院を中⼼とした半径４km以内に診療所が存在しないこと
（２）往診を担当する医師は、当該病院の当直体制を担う医師と別であること
※ 医療資源の少ない地域に所在する保険医療機関にあっては280床未満

機能強化型
在⽀診・在
⽀病の基準

⑦ 在宅医療を担当する常勤の医師
３⼈以上

⑦ 在宅医療を担当する常勤の医師
連携内で３⼈以上

⑧ 過去１年間の緊
急往診の実績
10件以上

⑧ 次のうちいずれか１つ
・過去１年間の緊急往診の実績
10件以上

・在宅療養⽀援診療所等からの要
請により患者の受⼊を⾏う病
床を常に確保していること及
び在宅⽀援診療所等からの要
請により患者の緊急受⼊を
⾏った実績が直近１年間で31
件以上

・地域包括ケア病棟⼊院料・⼊院
医療管理料１⼜は３を届け出
ている

⑧ 過去１年間の
緊急往診の実績
連携内で10件以
上
各医療機関で４
件以上

⑧ 次のうちいずれか１つ
・過去１年間の緊急往診の実績
10件以上各医療機関で４件
以上

・在宅療養⽀援診療所等からの
要請により患者の受⼊を⾏う
病床を常に確保していること
及び在宅⽀援診療所等からの
要請により患者の緊急受⼊を
⾏った実績が直近１年間で
31件以上

・地域包括ケア病棟⼊院料・⼊
院医療管理料１⼜は３を届け
出ている

⑨ 過去１年間の看取りの実績⼜は超・準超重症児の医学
管理の実績
いずれか４件以上

⑨ 過去１年間の看取りの実績
連携内で４件以上
かつ、各医療機関において、看取りの実績⼜は超・
準超重症児の医学管理の実績
いずれか２件以上

➉ 市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業等において在宅療養⽀援診療所以外の診療所等と連携することや、
地域において24時間体制での在宅医療の提供に係る積極的役割を担うことが望ましい

在⽀診・在⽀病の施設基準（参考）
令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－６ 質の⾼い在宅医療・訪問看護の確保－①

※︓⻘字は令和４年度診療報酬改定における変更点
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外来医療を担う医師と在宅医療を担う医師が共同して⾏う指導の評価

Ø 通院患者のスムーズな在宅医療への移⾏を推進する観点から、外来在宅共同指導料を新
設する。

（新） 外来在宅共同指導料
外来在宅共同指導料１ 400点 （在宅療養を担う保険医療機関において算定）
外来在宅共同指導料２ 600点 （外来において診療を⾏う保険医療機関において算定）

［対象患者］
• 外来において継続的に診療（継続して４回以上外来を受診）を受けている患者であって、在宅での療養を⾏う患者（他の保険医療機関、
社会福祉施設、介護⽼⼈保健施設、介護医療院、特別養護⽼⼈ホーム、軽費⽼⼈ホーム、有料⽼⼈ホーム⼜はサービス付き⾼齢者向け
住宅その他施設等に⼊院若しくは⼊所する患者については、対象とはならない。）

［算定要件］
• 外来在宅共同指導料１

保険医療機関の外来において継続的に診療を受けている患者について、当該患者の在宅療養を担う保険医療機関の保険医が、当該
患者の同意を得て、患家等を訪問して、在宅での療養上必要な説明及び指導を、外来において当該患者に対して継続的に診療を
⾏っている保険医療機関の保険医と共同して⾏った上で、⽂書により情報提供した場合に、患者１⼈につき１回に限り、当該患者
の在宅療養を担う保険医療機関において算定する。

• 外来在宅共同指導料２
外来において当該患者に対して継続的に診療を⾏っている保険医療機関において、患者１⼈につき１回に限り算定する。なお、当
該保険医療機関の保険医が、在宅での療養上必要な説明及び指導を情報通信機器を⽤いて⾏った場合においても算定できる。

令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－４ 外来医療の機能分化等－④



在宅療養支援診療所等の届出数

＜在宅療養支援診療所＞
施設数

＜在宅療養支援病院＞
施設数
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○ 在宅療養支援病院の届出は、近年増加傾向である。
○ 在宅療養支援診療所の届出は、近年横ばい傾向であったが、令和４年は増加している。
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12出典：保険局医療課調べ（各年７月１日時点）

中医協 総－２
５ ． ７ ． １ ２



13

在宅療養⽀援診療所以外の診療所の訪問診療に対する評価

Ø 継続診療加算について、名称を在宅療養移⾏加算に変更する。
Ø 従来の継続診療加算に加えて、市町村や地域医師会との協⼒により、往診が必要な患者に対し、当
該医療機関⼜は連携する他の医療機関が往診を提供する体制を有している場合の評価を新設する。

在宅療養移⾏加算の新設

令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－５ かかりつけ医、かかりつけ⻭科医、かかりつけ薬剤師の機能の評価－⑥

改定後

（新）【在宅療養移⾏加算】
在宅療養移⾏加算１ 216点
在宅療養移⾏加算２ 116点

［施設基準］
在宅療養移⾏加算１
ア 24時間の往診体制及び24時間の連絡体制
イ 訪問看護が必要な患者に対し、訪問看護ステーション
が訪問看護を提供する体制を確保している

ウ 当該医療機関⼜は連携する医療機関の連絡担当者の⽒
名、診療時間内及び診療時間外の連絡先電話番号等、
緊急時の注意事項等並びに往診担当医の⽒名等につい
て、患者⼜は患者の家族に⽂書により提供し、説明

在宅療養移⾏加算２
ア 当該医療機関⼜は連携する他の医療機関が往診を提供する
体制を有していること。

イ 24時間の連絡体制を有していること
イ 訪問看護が必要な患者に対し、訪問看護ステーション
が訪問看護を提供する体制を確保している

ウ 当該医療機関⼜は連携する医療機関の連絡担当者の⽒
名、診療時間内及び診療時間外の連絡先電話番号等、
緊急時の注意事項等並びに往診担当医の⽒名等につい
て、患者⼜は患者の家族に⽂書により提供し、説明

現⾏

【継続診療加算】
継続診療加算 216点

［施設基準］
継続診療加算
ア 24時間の往診体制及び24時間の連絡体制を有してい
ること
イ 訪問看護が必要な患者に対し、訪問看護ステーション
が訪問看護を提供する体制を確保している

ウ 当該医療機関⼜は連携する医療機関の連絡担当者の⽒
名、診療時間内及び診療時間外の連絡先電話番号等、
緊急時の注意事項等並びに往診担当医の⽒名等につい
て、患者⼜は患者の家族に⽂書により提供し、説明



１．令和４年度診療報酬改定

２．改定の基本的考え⽅（私⾒）

３．令和6年度診療報酬改定に向けた検討状況



（提供医療密度高）

I CU
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１．令和４年度診療報酬改定

２．改定の基本的考え方（私見）

３．令和6年度診療報酬改定に向けた検討状況
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地域包括ケアシステムにおける在宅医療（イメージ）
（令和５年１０⽉４⽇ 中央社会保険医療協議会 総－２ 在宅（その２）より抜粋）

○ 在宅医療は、高齢になっても、病気や障害の有無にかかわらず、住み慣れた地域で自分らしい生活を続
けられるよう、入院医療や外来医療、介護、福祉サービスと相互に補完しながら、患者の日常生活を支え
る医療であり、地域包括ケアシステムの不可欠な構成要素である。

地域包括ケア病棟
後方支援病院

在宅療養支援病院等

医療

歯科訪問診療等※
訪問薬剤管理等※

訪問看護事業所

薬局

診療所・在宅療養支援診療所

病院・歯科診療所
在宅療養支援歯科診療所

患者

介護施設・事業所・障害者施設等
居宅介護支援事業所

介護・障害

訪問診療・往診
訪問看護

訪問栄養食事指導

等※

訪問看護

急性期疾患による入院

居宅介護支援・介護サービス

相談支援事業・障害児相談支援事業
障害福祉サービス等

急性期病院等

在宅療養支援

入所・宿泊サービス等

病院・診療所
介護老人保健施設・介護医療院

リハビリテーション

連携の例

〇主治医とケアマネの連携
〇医療機関と高齢者施設の連携
〇多職種による連携

連携

機能分化

※居宅療養管理指導を含む



それまでの医療・ケアはどこで受けたいですか ＜⼀般国⺠（n=3,000）のみ＞

厚⽣労働省「令和４年度⼈⽣の最終段階における医療・ケアに関する意識調査の結果について（報告）」
※ 集計は、⼩数点第２位を四捨五⼊しているため、数値の合計が100％ちょうどにならない場合がある
※ 回答の⽐率（％）は、その質問の回答者数を基数として算出しているため、複数回答の質問はすべての⽐率を合計すると100％を超えることがある

（あなたの病状）
病気で治る⾒込みがなく、
およそ１年以内に徐々にあるいは急に死
に⾄ると考えたとき。

⼈⽣の最終段階において、医療・ケアを受けたい場所に関する希望

（あなたの病状）
末期がんと診断され、状態は悪化し、痛みはなく、
呼吸が苦しいといった状態です。今は⾷事や着替え、
トイレなどの⾝の回りのことに⼿助けが必要です。
意識や判断⼒は健康な時と同様に保たれています。

最期をどこで迎えたいですか ＜⼀般国⺠（n=3,000）のみ＞

（あなたの病状）
慢性の重い⼼臓病と診断され、
状態は悪化し、痛みはなく、呼吸が苦しいと
いった状態です。今は⾷事や着替え、
トイレなど⾝の回りのことに⼿助けが必要です。
意識や判断⼒は健康な時と同様に保たれています。

（あなたの病状）
認知症と診断され、状態は悪化し、
⾃分の居場所や家族の顔が分からない状態です。
今は、⾷事や着替え、トイレなど⾝の回りのこ
とに⼿助けが必要です。
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概 要

在宅医療の提供体制

在宅医療における各職種の関わり

u 国は、都道府県に対し、訪問診療及び訪問看護の必要量の推計等を提供す
る。都道府県は、国から提供を受けたデータを踏まえ、在宅介護の提供体
制も勘案しながら在宅医療の体制整備を進める。

u 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な
連携を担う拠点」について、それぞれが担うべき機能や役割を整理する。

u 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推進事業」
との連携を進める。

• 今後⾒込まれる在宅医療の需要の増加に向け、地域の実情に応じた在宅医療の体制整備を進める。「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在
宅医療に必要な連携を担う拠点」を医療計画に位置付け、適切な在宅医療の圏域を設定する。

• 在宅療養患者の急変時に適切に対応するための情報共有や連携を進める。また、看取りに際し本⼈・家族の希望に沿った医療・ケアの提供を進める。平時か
ら在宅医療に係る関係機関の連携体制の構築を進め、災害時における業務継続計画(BCP)の策定を推進する。

• 医師・⻭科医師の定期的な診察と適切な評価に基づく指⽰による、在宅療養患者への医療・ケアの提供を進める。在宅医療における各職種の機能・役割につ
いて明確にする。

急変時・看取り、災害時等における整備体制

u 訪問看護について、退院に向けた医療機関との共同指導、ターミナルケア等の機能や役割
に着⽬した整備や、事業所間の連携、業務効率化等について取組を進める。

u ⻭科診療所と後⽅⽀援機能を有する⻭科医療機関との連携や医科⻭科連携の体制構築を進
めるとともに、⻭科衛⽣⼠の機能・役割や訪問⻭科診療への関わりについて明確化する。

u 多様な病態の患者への対応やターミナルケアへの参画等の観点から、在宅医療に関わる薬
剤師の資質向上を図り、⿇薬や無菌製剤の調剤、⼩児在宅、24時間対応が可能な薬局の整
備を進め、在宅医療に必要な医薬品等の提供体制を構築する。

u 在宅療養患者が居宅において⽣活機能の回復・維持を図る観点からリハビリテーション提
供体制の整備は重要であり、その機能・役割について明確化する。

u 在宅療養患者の状態に応じた栄養管理を充実させるために、管理栄養⼠が配置されている
在宅療養⽀援病院や栄養ケア・ステーション等の活⽤も含めた訪問栄養⾷事指導の体制整
備が重要であり、その機能・役割について明確化する。

u 在宅医療における急変時対応に関係する機関として消
防機関や後⽅⽀援を⾏う医療機関を明確化するととも
に、地域の在宅医療の協議の場への参加を促す。

u 災害時においては、各関係機関での連携が重要になる
ことから、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」等に
おいて平時から連携を進めるとともに、国が策定した
⼿引きや事業等も活⽤しながら、業務継続計画(BCP)
の策定を推進する。

在宅医療の体制（第８次医療計画の⾒直しのポイント）
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在宅医療・介護連携推進事業
○ 在宅医療・介護連携の推進については、平成23年度から医政局施策として実施。⼀定の成果を得られたこ
とを踏まえ、平成26年介護保険法改正により、市町村が実施主体である地域⽀援事業に「在宅医療・介護連
携推進事業」が位置付けられ、平成27年度から順次、市町村において本事業を開始。

○ 平成29年介護保険法改正において、都道府県による市町村⽀援の役割を明確化。平成30年4⽉以降、全て
の市町村において本事業を実施。

○ 令和２年介護保険法改正において、切れ⽬のない在宅医療と介護の提供体制を構築するため、地域の実情
に応じ、取組内容の充実を図りつつPDCAサイクルに沿った取組を継続的に⾏うことによって⽬指す姿の実
現がなされるよう、省令や「在宅医療・介護連携推進事業の⼿引き」等を⾒直し。

＜市町村における庁内連携＞ 総合事業など他の地域⽀援事業との連携や、災害・救急時対応の検討

市町村

医療関係者
(医師会等の関係団体

・訪問看護等の事業者など)
介護関係者

(居宅介護⽀援事業所など)

住 ⺠

Ａct

Ｃheck

対応策の評価の実施

地域のめざすべき姿切れ⽬のない在宅医療と介護の提供体制の構築
（看取りや認知症への対応を強化）

■ 地域の社会資源（医療機関、介護事業所
の機能等）や、在宅医療や介護サービスの
利⽤者の情報把握
■ 将来の⼈⼝動態、地域特性に応じたニー
ズの推計（在宅医療など）
■ 情報を整理しリストやマップ等必要な媒
体を選択して共有・活⽤
※企画⽴案時からの医師会等関係機関との協働が重要

Ｐ 現状分析・課題抽出・施策⽴案lan

対応策の実施 ＜地域の実情を踏まえた柔軟な実施が可能＞

○ 医療・介護関係者の情報共有の⽀援
■ 在宅での看取りや⼊退院時等に
活⽤できるような情報共有ツールの
作成・活⽤

○ 医療・介護関係者の研修
■ 多職種の協働・連携に関する研修
の実施（地域ケア会議含む）
■ 医療・介護に関する研修の実施

○ 地域住⺠への普及啓発
■ 地域住⺠等に対する講演会やシン
ポジウムの開催
■ 周知資料やHP等の作成

○ 在宅医療・介護連携に関する相談⽀援
■ コーディネーターの配置等による相談
窓⼝の設置
■ 関係者の連携を⽀援する相談会の開催Ｄo

実⾏

都道府県(保健所等)による⽀援 ○ 在宅医療・介護連携推進のための技術的⽀援 ○ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村等の連携
○ 地域医療構想・医療計画との整合

第８期介護保険事業計画期間からの
在宅医療介護連携推進事業の在り⽅図

計画

評価

改善

○上記の他、医療・介護関係者への⽀援に必要な取組
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令和6年度診療報酬改定に向けた中医協等の検討スケジュール（案）
令和４年
12⽉

令和５年
１⽉ ２⽉ ３⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉

令和６年
１⽉２⽉３⽉

専門部会

小委員会

〇調査実施小委員会

中医協総会

〇診療報酬基本問題小委員会

○診療報酬改定結果検証部会

○薬価専門部会

○費用対効果評価専門部会

○医療技術評価分科会

診療報酬調査専門組織

○入院・外来医療等の
調査・評価分科会

令和6年度同時報酬改定に

向けた意見交換会

（その１）シリーズ （その２）以降
シリーズ

R6年度診療報酬改定
諮問・答申

（R4年度）調査実施 分析・検討
総会に報告

調査票検討 （R5年度）調査実施 分析・検討
総会に報告

総会にて
調査票承認 調査実施 結果の公表等

第1回 第２回 第３回

提案書受付 WG開催 審査

（R4年度）
調査実施 分析・検討

調査票検討

（R5年度）
調査実施

分析・検討

総会に報告

（その１）シリーズ （その２）以降
シリーズ

R5年度
薬価改定
⾻⼦

検討

第8次医療計画

働き方改革

医療DX

検討

中医協 総－８参考１

５ ． 1 ． １ ８

医政局の有識者検討会とりまとめ（4月頃目処）

総会に報告

○保険医療材料専門部会
※１ 専門組織においても議論

※２ 専門組織の下に、SaMD WG（仮）

※ 専門組織においても議論
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在宅（その１）
中 医 協 総 － ２
５ ． ７ ． １ ２

22

１．在宅医療を取りまく状況について

２．地域包括ケアシステムにおける在宅医療について

３．訪問診療・往診等について

４．訪問看護について

５．歯科訪問診療について

６．訪問薬剤管理について

７．訪問栄養食事指導について



１．在宅医療の現状等について

２．患者の特性に応じた訪問診療について

３．往診について

４．在宅医療における24時間の医療提供体制の確保について

５．在宅における緩和ケアについて

６．在宅における看取りについて

７．訪問栄養食事指導について

23

在宅（その２）



①定期的に訪問して診療を
⾏った場合の評価

②総合的な医学的管理等
を⾏った場合の評価

③指導管理等に対する
評価

同⼀建物居住者以外

在 宅 患 者 訪 問 診 療 料 ( 1 回 あ た り )
在宅がん

医 療

総 合

診 療 料

Ø 在宅医療に対する診療報酬上の評価は、①訪問して診療を⾏ったことに対する評価、②総合的な医学的管理に対する
評価、③⼈⼯呼吸器その他の特別な指導管理等に対する評価の、⼤きく3種類の評価の組み合わせで⾏われている。

在宅⼈⼯呼吸指導管理料その他の特別な指導管理等に応じた評価

○単⼀建物診療患者数、重症度及び
⽉の訪問回数により段階的に評価
○特別な指導管理を必要とし、頻回
の診療を⾏った場合等は加算によ
り評価

※末期の悪性腫瘍
の患者に、週4
回以上の訪問診
療・訪問看護等
総合的な医療を
提供した場合の
包括的な評価

※特に規定するも
のを除き、診療
に係る費⽤は包
括

○居住場所により段階的に評価
○乳幼児等の診療、看取り等については、
加算により評価
○原則として週3回の算定を限度とするが、
末期の悪性腫瘍等⼀部の疾患については
例外を規定

※上記に加え、検査、処置その他診療に当たって実施した医療⾏為等については、特段の規定がない場合、出来⾼にて算定することができる。

在宅時医学総合管理料
施設⼊居時等医学総合管理料 (1⽉あたり)

同⼀建物居住者
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機能強化型在⽀診・在⽀病
在⽀診在
⽀病

（参考）在宅療養
後⽅⽀援病院単独型 連携型

診療所 病院 診療所 病院

全ての在⽀
診・在⽀病
の基準

① 24時間連絡を受ける体制の確保 ② 24時間の往診体制
③ 24時間の訪問看護体制 ④ 緊急時の⼊院体制
⑤ 連携する医療機関等への情報提供 ⑥ 年に１回、看取り数等を報告している
⑦ 適切な意思決定⽀援に係る指針を作成していること

○ 許可病床数200床
以上

○ 在宅医療を提供す
る医療機関と連携し、
24時間連絡を受け
る体制を確保

○ 連携医療機関の求
めに応じて⼊院希望
患者の診療が24時
間可能な体制を確保
（病床の確保を含
む）
※ やむを得ず当該
病院に⼊院させる
ことができなかっ
た場合は、対応可
能な病院を探し紹
介すること

○ 連携医療機関との
間で、３⽉に１回以
上、患者の診療情報
の交換を⾏い、⼊院
希望患者の⼀覧表を
作成

全ての在⽀
病の基準

「在宅療養⽀援病院」の施設基準は、上記に加え、以下の要件を満たすこと。
（１）許可病床200床未満※であること⼜は当該病院を中⼼とした半径４km以内に診療所が存在しないこと
（２）往診を担当する医師は、当該病院の当直体制を担う医師と別であること
※ 医療資源の少ない地域に所在する保険医療機関にあっては280床未満

機能強化型
在⽀診・在
⽀病の基準

⑦ 在宅医療を担当する常勤の医師
３⼈以上

⑦ 在宅医療を担当する常勤の医師
連携内で３⼈以上

⑧ 過去１年間の緊
急往診の実績
10件以上

⑧ 次のうちいずれか１つ
・過去１年間の緊急往診の実績
10件以上

・在宅療養⽀援診療所等からの要
請により患者の受⼊を⾏う病
床を常に確保していること及
び在宅⽀援診療所等からの要
請により患者の緊急受⼊を
⾏った実績が直近１年間で31
件以上

・地域包括ケア病棟⼊院料・⼊院
医療管理料１⼜は３を届け出
ている

⑧ 過去１年間の
緊急往診の実績
連携内で10件以
上
各医療機関で４
件以上

⑧ 次のうちいずれか１つ
・過去１年間の緊急往診の実績
10件以上各医療機関で４件
以上

・在宅療養⽀援診療所等からの
要請により患者の受⼊を⾏う
病床を常に確保していること
及び在宅⽀援診療所等からの
要請により患者の緊急受⼊を
⾏った実績が直近１年間で
31件以上

・地域包括ケア病棟⼊院料・⼊
院医療管理料１⼜は３を届け
出ている

⑨ 過去１年間の看取りの実績⼜は超・準超重症児の医学
管理の実績
いずれか４件以上

⑨ 過去１年間の看取りの実績
連携内で４件以上
かつ、各医療機関において、看取りの実績⼜は超・
準超重症児の医学管理の実績
いずれか２件以上

➉ 市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業等において在宅療養⽀援診療所以外の診療所等と連携することや、
地域において24時間体制での在宅医療の提供に係る積極的役割を担うことが望ましい

在⽀診・在⽀病の施設基準（参考）
令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－６ 質の⾼い在宅医療・訪問看護の確保－①

※︓⻘字は令和４年度診療報酬改定における変更点 25



訪問診療の必要量について
○ 年齢とともに訪問診療の受療率は増加し、特に85歳以上で顕著となる。
○ 訪問診療の利⽤者数は今後も増加し、2025年以降に後期⾼齢者の割合が９割以上となることが⾒込まれる。
○ 訪問診療の利⽤者数は多くの地域で今後も増加し、305の⼆次医療圏において2040年以降に訪問診療利⽤者数
のピークを迎えることが⾒込まれる。

訪問診療を受ける患者数が
最⼤となる年

凡例

︓2020年以前に最⼤

︓2025年に最⼤

︓2030年に最⼤

︓2035年に最⼤

︓2040年以降に最⼤

【出典】
受療率︓NDBデータ（2019年度診療分）、住⺠基本台帳に基づく⼈⼝（ 2020年１⽉１⽇時点）を基
に受療率を算出。
推計⽅法︓NDBデータ（※１）及び住⺠基本台帳⼈⼝（※２）を基に作成した2019年度の性・年齢階
級・都道府県別の訪問診療の受療率を、⼆次医療圏別の将来推計⼈⼝（※３）に機械的に適⽤して推
計。なお、福島県については、東⽇本⼤震災等の影響により、市町村別⼈⼝がないことから推計を
⾏っていない。
※１ 2019年度における在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び（Ⅱ）のレセプトを集計。
※２ 2020年1⽉１⽇時点の住⺠基本台帳⼈⼝を利⽤。
※３ 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成30年推計）」

（出⽣中位・死亡中位）を利⽤。

第 1 2 回 第 ８ 次 医 療 計 画
等 に 関 す る 検 討 会

令 和 ４ 年 ８ ⽉ ４ ⽇

資料
１

26



27

令和５年７⽉12⽇開催の中医協における主なご意⾒
（令和５年１０⽉４⽇ 中央社会保険医療協議会 総－２ 在宅（その２）より抜粋）

○ 在宅医療の需要は2040年に向けさらに増大することが予想されており、患者が状態や疾患に応じて希望される場所で看取
りがなされるよう、診療報酬上も適切な対応を検討していく必要がある。

○ 在宅医療提供体制は医師が一人で24時間365日の対応をするのではなく、近隣の診療所や中小病院との連携の下に構築する
必要があり、在宅療養移行加算の様な連携の仕組みを普及していくのが喫緊の課題である。

○ 緊急往診の提供体制の充実は必要だが、地域連携の下で計画的な訪問診療が行われることを基本としつつ、検討していく
必要がある。

○ 地域でICTを有効に活用して情報連携を充実させることは今後の需要増加に対応するにあたり不可欠である。

○ 患者さんが安心して在宅医療を受けるためには連携の強化や情報共有に加えて、医療の質も確保していく必要がある。

○ かかりつけ医が外来に加えて在宅に尽力している医療機関と在宅医療を専門としているような医療機関では効率性が異な
ることに留意する必要がある。

○ 在宅医療の提供体制の地域差については、都市部での規模の大きいクリニックと地方での点在するクリニックでは事情が
異なることを留意しなければならない。地方においては医療機関同士で補完しあう形でかかりつけ医機能を推進していく必
要がある。

○ 往診加算の算定回数が増加傾向であることについて、新型コロナウイルス感染症に関する特例の廃止後の動向を注意深く
見ていく必要がある。

○ 看取りは死の瞬間までを支えるターミナルケアの充実が重要であり、がんや非がんに関わらず、緩和医療を提供すること
が必要である。

○ 訪問看護ステーションが利用者の医療ニーズや看取り等の支援を行うためには、オンコールや緊急訪問など、24時間対応
体制を確保する必要があるが、看護職員の精神的・身体的負担が非常に大きくなっていることを踏まえ、看護職員が働く環
境の整備、事業所の体制整備や事業所間の連携等の推進を検討していく必要がある。

○ リハビリテーション・栄養・口腔が連携した取組は重要だが、在宅では特に不足している。口腔や栄養のスクリーニング
をしてニーズを把握し、近隣の医療機関や老健等とも連携して貴重な人材が地域で活躍できる仕組みの検討が必要である。

○ 診療所が栄養ケア・ステーションと連携して訪問栄養食事指導を行うためには、医師の指示箋や契約のハードルを下げる
工夫が求められる。



○ 在宅患者訪問診療料の算定回数は年々増加傾向にある。
○ 令和４年度の訪問診療を行っている要介護度４・５の患者割合は平成24年度と比較し減少していた。
○ 令和４年度の訪問診療を行っている認知症高齢者の日常生活自立度がⅣ・Mの患者割合は平成24年度
と比較し減少していた。

訪問診療を行っている患者の要介護度・認知症高齢者の日常生活自立度
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4.8%

3.5%

4.8%

5.9%

6.4%

14.8%

12.8%

16.9%

11.7%

15.9%

17.9%

20.1%

41.5%

22.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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出典：診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(平成24年度、令和４年度)
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○ 在宅時医学総合管理料及び施設入居時等医学総合管理料について、機能強化型の在宅療養支援診療
所・病院を中心に算定回数が増加していた。特に、月２回以上（難病等以外）の施設入居時医学総合管理
料の算定回数が顕著に増加していた。

在宅時/施設入居時医学総合管理料の算定回数推移

29出典：社会医療診療行為別統計（各年６月審査分）、保険局医療課調べ（各年７月１日時点）
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第８次医療計画における「在宅医療において積極的役割
を担う医療機関」について

第８次医療計画へ向けた「在宅医療の体制構築に係る指針」において、 ①退院⽀援、②⽇常療養⽀援、③急変時の対応、④看
取りの在宅医療の４つの機能の整備に向け、「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」を医療計画に位置付けることとし、
記載内容について整理した。

＜「在宅医療の体制構築に係る指針」＞
第２ 医療体制の構築に必要な事項
２ 各医療機能との連携

（５） 在宅医療において積極的役割を担う医療機関
前記（１）から (４）までに掲げる⽬標の達成に向けて、⾃ら 24 時間対応体制の在宅医療を提供するとともに、他の医療機関の⽀援も⾏い
ながら、医療や介護、障害福祉の現場での多職種連携の⽀援を⾏う病院・診療所を、在宅医療において積極的役割を担う医療機関として
医療計画に位置付けること。また、在宅医療において積極的役割を担う医療機関については、在宅療養⽀援診療所、在宅療養⽀援病院等の地域に
おいて在宅医療を担っている医療機関の中から位置づけられることが想定される。
なお、医療資源の整備状況が地域によって⼤きく異なることを勘案し、在宅医療において積極的役割を担う医療機関以外の診療所及び病院につい
ても、地域の実情に応じて引き続き、地域における在宅医療に必要な役割を担うこととする。

① ⽬標
・ 在宅医療の提供及び他医療機関の⽀援を⾏うこと
・ 多職種が連携し、包括的、継続的な在宅医療を提供するための⽀援を⾏うこと
・ 災害時および災害に備えた体制構築への対応を⾏うこと
・ 患者の家族への⽀援を⾏うこと

② 在宅医療において積極的役割を担う医療機関に求められる事項
・ 医療機関（特に⼀⼈の医師が開業している診療所）が必ずしも対応しきれない夜間や医師不在時、患者の病状の急変時等における診療の⽀援
を⾏うこと

・ 在宅での療養に移⾏する患者にとって必要な医療及び介護、障害福祉サービスが⼗分確保できるよう、関係機関に働きかけること
・ 臨床研修制度における地域医療研修において、在宅医療の現場での研修を受ける機会等の確保に努めること
・ 災害時等にも適切な医療を提供するための計画（⼈⼯呼吸器等の医療機器を使⽤している患者の搬送等に係る計画を含む。）を策定し、他の
医療機関等の計画策定等の⽀援を⾏うこと

・ 地域包括⽀援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及び介護、障害福祉サービスや家族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介す
ること

・ ⼊院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受⼊れを⾏うこと

【出典】「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（令和５年3⽉31⽇医政局地域医療計画課⻑通知（令和５年６⽉29⽇⼀部改正））

※ ⾚字は第８次医療計画へ向けた指針において新たに記載された内容

令和５年度第２回医療政策研修会
第１回地域医療構想アドバイザー会議
令 和 5 年 ９ ⽉ 1 5 ⽇

資料
４

30



○ 在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院の届出を行っていない医療機関において、届出を行わない理
由としては、「24時間の往診担当医の確保が困難であるため」がいずれにおいても最多であった。

在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院の届出を行わない理由

31出典：令和４年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査
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あり
なし
無回答

在宅療養⽀援診療所・病院の届出予定の有無
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在宅療養⽀援病院ではない病院 n=60

在宅療養⽀援診療所ではない診療所 n=36

病床数が200床以上（医療資源の少ない地域では280床以上）であるため
（※病院のみ）
24時間の往診担当医の確保が困難であるため

上記以外の施設基準で、満たすことが困難なものがあるため

地域での、在宅療養⽀援病院・診療所に係る需要が⼩さいと考えているた
め
経営上の理由

その他

無回答

届出を⾏わない理由

中 医 協 総 － ２
５ ． １ ０ ． ４



在宅療養移行加算について
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件数（継続診療加算） 件数（在宅療養移⾏加算Ⅰ） 件数（在宅療養移⾏加算Ⅱ）

医療機関数(継続診療加算) 医療機関数(在宅療養移⾏加算Ⅰ) 医療機関数（在宅療養移⾏加算Ⅱ）

医療機関数

●在宅療養移⾏加算等の年次推移（各年５⽉診療分）

算定件数

【在宅療養移⾏加算】
在宅療養移⾏加算１ 216点
在宅療養移⾏加算２ 116点

［施設基準］
在宅療養移⾏加算１
ア 24時間の往診体制及び24時間の連絡体制を有していること。
イ 訪問看護が必要な患者に対し、訪問看護ステーションが訪問看護を提供する体制を確保している
ウ 当該医療機関⼜は連携する医療機関の連絡担当者の⽒名、診療時間内及び診療時間外の連絡先電話番号等、緊急時の注意事項等並びに往診担
当医の⽒名等について、患者⼜は患者の家族に⽂書により提供し、説明している

在宅療養移⾏加算２
ア 当該医療機関⼜は連携する他の医療機関が往診を提供する体制を有していること。
イ 24時間の連絡体制を有していること
ウ 訪問看護が必要な患者に対し、訪問看護ステーションが訪問看護を提供する体制を確保している
エ 当該医療機関⼜は連携する医療機関の連絡担当者の⽒名、診療時間内及び診療時間外の連絡先電話番号等、緊急時の注意事項等並びに往診担
当医の⽒名等について、患者⼜は患者の家族に⽂書により提供し、説明している

注）在宅療養移行加算は、

在支診・在支病では算定できない。

32出典：社会医療診療行為別統計（各年６月審査分）

中 医 協 総 － ２
５ ． １ ０ ． ４



在宅療養移行加算1・2を算定していない理由

33

在宅療養移行加算1、2を算定していない理由

（在宅療養移行加算1、2の算定がない施設）

○ 在宅療養移行加算1・2を算定していない理由としては、「24時間の往診体制の確保ができない」が
最も多かった。

○ 24時間の往診体制の確保ができない理由としては、「周囲に在宅医療を提供している医療機関がな
い」、「周囲の在宅医療機関とは専門が異なり、連携が困難」を選択している医療機関があった。

出典：令和４年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査
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中医協 検－２－１改変
５ ． ３ ． ２ ２



y = 0.0672x + 3.8972
R² = 0.2293
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都道府県毎の在⽀診・在⽀病の算定回数の分布（75歳以上⼈⼝1000⼈対）

都道府県ごとの在宅患者訪問診療料の算定回数の分布

○ 在支診等における在宅患者訪問診療料の算定回数が全国平均より下回っている都道府県の多くは在支
病等における在宅患者訪問診療料も低水準であった。

（回/千人/月）

34出典：NDBデータ（令和４年５月診療分）より
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○ 在宅患者訪問栄養食事指導料及び管理栄養士による居宅療養管理指導は、算定回数が少ない。

各職種が行う在宅医療等に係る報酬の算定回数の比較
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・「在宅患者訪問診療料」は在宅患者訪問診療料（Ⅰ）１,２及び（Ⅱ）の合算
・「⻭科訪問診療」は⻭科訪問診療１,２及び３の合算
・「訪問⻭科衛⽣指導料」は訪問⻭科衛⽣指導料１,２及び３の合算
・「在宅患者訪問薬剤管理指導料」は在宅患者訪問薬剤管理指導料１,２,３、在宅患者オン

ライン服薬指導料及び在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料の合算
・「訪問看護基本療養費等」は訪問看護基本療養費、在宅患者訪問看護・指導料、同⼀建物
居住者訪問看護・指導料及び精神科訪問看護・指導料（Ⅰ）及び（Ⅲ）の合算
・「在宅患者訪問栄養⾷事指導料」は在宅患者訪問栄養⾷事指導料１及び２の合算
・介護報酬の評価は介護給付と予防給付の合算

診療報酬の評価
介護報酬の評価

（回）

※各職種が⾏う在宅医療等に係る診療や指導等の⼀⽉あたりの算定回数ついては、⽉あたりの算定可能な回数に差があるため単純⽐較は困難であることに留意。
※居宅療養管理指導（医師）及び居宅療養管理指導（⻭科医師）は訪問診療⼜は往診を⾏った⽇に限って算定可能なため積み上げていない。

出典：社会医療診療行為別統計（令和３年６月審査分）、介護給付費等実態統計（令和３年６月審査分）、訪問看護療養費実態調査（令和３年６月審査分より推計）

中 医 協 総 － ２
５ ． ７ ． １ ２



１．総論

２．主治医と介護支援専門員との連携について

３．医療機関と高齢者施設等との連携について

４．障害福祉サービスとの連携について
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目的
○ 令和６年度は、６年に一度の診療報酬、介護報酬及び障害福祉
サービス等報酬の同時改定になるとともに、医療介護総合確保方

針、医療計画、介護保険事業（支援）計画、医療保険制度改革など
の医療と介護に関わる関連制度の一体改革にとって大きな節目で

あることから、今後の医療及び介護サービスの提供体制の確保に
向け様々な視点からの検討が重要となる。

○ このため、中央社会保険医療協議会総会及び社会保障審議会介

護給付費分科会において、診療報酬と介護報酬等との連携・調整
をより一層進める観点から、両会議の委員のうち、検討項目に主に
関係する委員で意見交換を行う場を設けることとし、中央社会保険
医療協議会総会及び社会保障審議会介護給付費分科会がそれぞ

れ具体的な検討に入る前に、以下のテーマ・課題に主に関わる委
員にて意見交換を行った。

出席者（計14名）

池端 幸彦 日本慢性期医療協会副会長

稲葉 雅之 民間介護事業推進委員会代表委員

江澤 和彦 日本医師会常任理事

小塩 隆士
一橋大学経済研究所教授
【中央社会保険医療協議会会長】

田中 志子 日本慢性期医療協会常任理事

田辺 国昭
国立社会保障・人口問題研究所所長
【社会保障審議会介護給付費分科会会長】

田母神裕美 日本看護協会常任理事

長島公之 日本医師会常任理事

濱田和則 日本介護支援専門員協会副会長

林正純 日本歯科医師会常務理事

東憲太郎 全国老人保健施設協会会長

古谷忠之 全国老人福祉施設協議会参与

松本真人 健康保険組合連合会理事

森昌平 日本薬剤師会副会長

（五十音順 敬称略）

テーマ
1. 地域包括ケアシステムのさらなる推進のための医療・介護・

障害サービスの連携
2. リハビリテーション・口腔・栄養

3. 要介護者等の高齢者に対応した急性期入院医療
4. 高齢者施設・障害者施設等における医療
5. 認知症

6. 人生の最終段階における医療・介護
7. 訪問看護

8. 薬剤管理
9. その他

令和５年 ３月15日 第１回検討会 開催 テーマ１、２、３
令和５年 ４月19日 第２回検討会 開催 テーマ４、５
令和５年 ５月18日 第３回検討会 開催 テーマ６、７

※ テーマ８については各テーマ内で議論

スケジュール

中 医 協 総 － ４
５ ． ６ ． １ ４
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テーマ３：要介護者等の高齢者に対応した急性期入院医療

（１）急性期疾患に対応する医療機関等

○ 要介護の高齢者に対する急性期医療は、介護保険施設の配置医や地域包括ケア病棟が中心的に担い、急性期一般病棟
は急性期医療に重点化することで、限られた医療資源を有効活用すべきである。

○ 地域包括ケア病棟はまさに在宅支援の病棟であり、高齢者の亜急性期をしっかり受けられるため、このような役割を推進す
べき。

○ 医療機関と介護保険施設の平時からの連携が重要であり、医療機関としては地域包括ケア病棟等を有する中小病院がそ
の主体となるべきである。

（２）高齢者の心身の特性に応じた対応

○ 急性期病院における高齢者の生活機能の低下を予防することは重要。病状を踏まえ、各医療専門職種が共通認識を持っ
たうえでチーム医療による離床の取組を推進すべき。

○ 労働人口が減る中で専門職の配置については、全体のバランスはよく見ていくべき。急性期病棟に介護福祉士を配置する
ようなことは、現実的でないし、医療と介護の役割分担の観点からも、望ましい姿とは言えない。

○ 診療報酬の早期離床・リハ加算としてＩＣＵでの取組みが進められていることもあり、急性期病院にリハ職を配置することで
より良いアウトカムが出るのではないか。

（３）入退院支援

○ 薬局・薬剤師が、入院時の持参薬の整理と情報提供、退院時における入院中の薬剤管理の状況の把握をしっかりとした上
で、退院後の在宅や外来での適切な薬剤管理の継続につなげていくことが重要。また、医療機関と高齢者施設との情報共有
も重要。

（４）医療・介護の人材確保

○ 急性期病院では介護やリハビリの人材確保は困難。多職種でお互いの機能を担い、タスクシフト・タスクシェアのもとで連携
することが重要。

中 医 協 総 － ４
５ ． ６ ． １ ４
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テーマ４：高齢者施設・障害者施設等における医療

（１）高齢者施設・障害者施設等の医療提供機能

○ 医療も介護も人材が不足し、保険財政もこれまで以上に厳しい状況になる。まずは自施設の職員による対応力の向上を
図った上で、自施設で対応可能な範囲を超えた場合に外部の医療機関と連携して対応にあたるべき。

○ 特養の配置医師について、必ずしも常勤の配置が求められているわけではなく、緊急時の対応が困難な例も報告されてい
る。協力医療機関との関係性を含め、要介護者に適した緊急時の対応、入院・医療についてのルール化、医療・介護の連携
の制度化を進めていくべき。

（２）医療機関と高齢者施設等との連携

○ 連携する医療機関については、名前だけの協力医療機関ではなく、地域包括ケア病棟や在支病、有床診など地域の医療
機関と、中身のある連携体制を構築するべき。

○ 急変時の速やかな相談・往診体制や入院受入れとともに、重症化しないための予防的な関わりや日常的なケアの質向上の
観点から、専門性の高い看護師による高齢者施設への訪問看護を地域連携の中で推進していくことも必要ではないか。

○ 高齢者施設から医療機関へ受診・入院する際に混乱が見られる。とにかく救急車で運んで急性期の病院に行こうという行
動が一部見られるが、これは医療資源の使い方及び本人・家族にとってよくないことだろう。医師あるいは特定行為の看護師
の助言・判断を、高齢者施設の職員がリアルタイムで簡単に受けられるような仕組みがあると良いのではないか。

（３）高齢者施設等における薬剤管理

○ 施設の在り方や利用者のニーズが多様化する中で、薬剤師がその施設の特性を的確に把握した上で、多職種との連携の
下で適切な薬剤管理ができるような推進策が必要。

（４）感染症対策

○ 平時から実効性のあるマニュアルの整備、職員に対する教育研修等が重要。組織の垣根を越えて、高齢者施設・障害者施
設が専門人材を有する医療機関から支援や助言が受けられる仕組みが必要。

中 医 協 総 － ４
５ ． ６ ． １ ４



介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 介護療養型医療施設

基本的性格

要介護高齢者のための

生活施設
※27年度より新規入所者は原則要介護３

以上

要介護高齢者にリハビリ等

を提供し在宅復帰を目指し
在宅療養支援を行う施設

要介護高齢者の長期療

養・生活施設

医療の必要な要介護高齢

者のための長期療養施設

定義

老人福祉法第20条の5に規定する
特別養護老人ホームであって、当
該特別養護老人ホームに入所す
る要介護者に対し、施設サービス
計画に基づいて、入浴、排せつ、
食事等の介護その他の日常生活
上の世話、機能訓練、健康管理及
び療養上の世話を行うことを目的
とする施設

要介護者であって、主としてその
心身の機能の維持回復を図り、居
宅における生活を営むことができ
るようにするための支援が必要で
ある者に対し、施設サービス計画
に基づいて、看護、医学的管理の
下における介護及び機能訓練そ
の他必要な医療並びに日常生活
上の世話を行うことを目的とする
施設

要介護者であって、主として長期
にわたり療養が必要である者に対
し、施設サービス計画に基づいて、
療養上の管理、看護、医学的管理
の下における介護及び機能訓練
その他必要な医療並びに日常生
活上の世話を行うことを目的とす
る施設

療養病床等を有する病院又は診
療所であって、当該療養病床等に
入院する要介護者に対し、施設
サービス計画に基づいて、療養上
の管理、看護、医学的管理の下に
おける介護その他の世話及び機
能訓練その他必要な医療を行うこ
とを目的とする施設

主な設置主体※１ 社会福祉法人 （約95％） 医療法人 （約76％） 医療法人（約89％） 医療法人 （約80％）

施設数※２ 10,896 件 4,221 件 734 件 277 件

利用者数※２ 638,600 人 351,900 人 42,900 人 7,400 人

居室

面積

・定員数

従来

型

面積／人 10.65㎡以上 ８㎡以上 ８㎡以上 6.4㎡以上

定員数 原則個室 ４人以下 ４人以下 ４人以下

ユニッ
ト型

面積／人 10.65㎡以上

定員数 原則個室

「多床室」の割合※３ 19.7％ 53.3％ 71.9％ 78.9％

平均在所（院）日数※４ 1,177日 310日 189日 472日

低所得者の割合※４ 68.6％ 52.5％ 50.1％ 50.0％

医師の配置基準 必要数（非常勤可） １以上 / 100:1以上
Ⅰ型： ３以上 /  48:1以上

Ⅱ型：１以上 /100:1以上
３以上 / 48:1以上

医療法上の位置づけ 居宅等 医療提供施設 医療提供施設 病床
※１介護サービス施設・事業所調査（令和３年）より ※２介護給付費等実態統計（令和4年10月審査分）より ※３介護サービス施設・事業所調査（令和３年）より（数値はすべての居室のうち２人以上の居室の占める割合）
※４は介護サービス施設・事業所調査（令和元年）より ※２及び※３の介護老人福祉施設の数値については地域密着型含む。

介護保険施設の比較 意見交換 資料－１参考
R ５ ． ４ ． １ ９
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（２）介護⽼⼈保健施設及び介護医療院におけるサービスの提供実態等に関する調査研究事業

【協⼒病院 ⽼健票・介護医療院票（問9）】
○主たる協⼒病院の種別は、⽼健は「その他の病院」が45.7％、「地域医療⽀援病院」が35.8％、介護医療
院は「その他の病院」が53.7％、「地域医療⽀援病院」が25.9％であった。

○主たる協⼒病院が有する病床（病棟）の種類は、⽼健は「急性期⼀般病棟」が57.9％、介護医療院は「療
養病棟」が47.6％であった。

図表9 主たる協⼒病院の種別（複数回答）

57.9%

34.4%

38.6%

29.0%

4.0%

33.2%

42.9%

25.2%

35.4%

21.8%

7.8%

47.6%

0% 20% 40% 60% 80%

急性期一般病棟

地域一般病棟

地域包括ケア病棟

回復期リハビリ

テーション病棟

障害者施設等病棟

療養病棟

老健(n=503)

介護医療院(n=294)

図表10 主たる協⼒病院が有する病床（病棟）の種類（複数回答）

0.6%

35.8%

8.7%

7.8%

45.7%

5.6%

1.4%

25.9%

11.9%

5.4%

53.7%

5.4%

0% 20% 40% 60%

特定機能病院

地域医療支援病院

在宅療養支援病院

在宅療養後方支援病院

その他の病院

無回答

老健(n=503)

介護医療院(n=294)

介護給付費分科会－介護報酬改定検証・研究委員会
第27回(R5.9.21) 資料１－２
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8.1
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6.5
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4.0
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11.9

8.1

33.4

6.7

52.4

3.8

12.0

12.0

8.1

33.7

6.1

43.9

4.9

14.6

11.8

0 20 40 60 80 100

特定機能病院

地域医療支援病院

在宅療養支援病院

その他の病院

有床診療所

その他

無回答

全体

N=1,148

広域型

N=902

地域密着型

N=246

％

○協⼒医療機関の種別

42出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

○協力医療機関数は、「１機関」が36.4％で最も多く 、次いで「２機関」が 24.1％と続いている。
○協力医療機関の種別は、「その他の病院」が 50.6％で最も多く、次いで「地域医療支援病院」が

33.4％と続いている。

特別養護老人ホームにおける協力医療機関数及び種別

○協⼒医療機関数

意見交換 資料－１参考
R ５ ． ４ ． １ ９
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○ 一般病院への入院が、在宅要介護高齢者の要介護度を悪化させる要因となることが報告されている。

在宅要介護高齢者の要介護度悪化の要因

在宅要介護高齢者の要介護
度悪化に関連する要因の分

析結果（要介護1）

⼀⾃治体の 2014 年 6 ⽉から 2020 年 3 
⽉までの医 科（国⺠健康保険、後期⾼
齢者医療制度）及び介護レセプトから
2014 年 6 ⽉に要 介護認定を受けて、
要⽀援 1 以上と判定された 65 歳以上
の⾼齢者を抽出した。このうち、 2014 
年 6 ⽉に⼊院・⼊所していない在宅の
⾼齢者を分析対象として、以後⽉単位
で医療・介 護サービスの利⽤状況及び
主たる傷病の有病の状況を医科及び介
護レセプトから把握し、 ⽉単位のパネ
ルデータを作成し、要介護度の悪化に
関連する要因を分析。

年齢と⼀般病院への⼊院が
要介護度悪化の重要な要因

厚⽣労働科学研究費補助⾦疾病・障害対策研究分野⻑寿科学政策研究「⾃⽴⽀援に資する介護等の類型化及びエビデンスの体系的な整理に関する研究（21GA2003）」
令和３年度 総括研究報告書（研究代表者(所属機関) 松⽥ 晋哉(産業医科⼤学 医学部・公衆衛⽣学)）

（※）看護配置基準１０：１以上で、地域包括ケア病棟入院料・管理料を算定していない病棟への入院

（※）

意見交換 資料－５参考－１
R ５ ． ３ ． １ ５
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○ 地域包括ケア病棟等の届出のある在宅療養支援病院（在支病）等における介護保険施設等に関する連
携の実施体制は、介護保険施設からの電話等による相談対応はほとんどの医療機関で対応可能とされ
ており、緊急時の往診について、特に機能強化型在支病においては対応可能と回答した医療機関が多
かったが、全体の70％程度に留まっている。

介護保険施設等との連携に係る状況②

出典：令和５年度入院・外来医療等における実態調査（施設票）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

機能強化型在宅療養支援病院（単独型）

（n=59）

機能強化型在宅療養支援病院（連携型）

（n=83）

在宅療養支援病院（n=195）

在宅療養後方支援病院

（n=72）

在宅療養支援病院・在宅療養後方支援病院

以外の地域包括ケア病棟・病室
(n=111)

在宅療養支援病院等における介護保険施設等に関する連携の実施体制について

介護保険施設等からの電話等による相談への対応

介護保険施設等に入所する者が、当該患者又はその看護に当たっている者から往診を緊急に求められ、速やかに往診しなければならないと判断した場合の往診による対応

やむを得ない理由により上記往診の実施が難しい場合のオンライン診療による対応

介護保険施設等に入所する者が、往診又はオンライン診療を実施した際に入院の要否の判断及び必要に応じた入院調整(当該医療機関以外への入院調整も含む)

診 調 組 入 － ３
５ ． １ ０ ． ５



45

○ 在宅療養支援病院において、特養に往診を行っていない在支病の割合は75％程度で推移し、近年変化
はない、介護老人保健施設、介護医療院への往診はほとんど行われていなかった。

〇 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設に入所している患者の入院は多くの在宅療養支援病院で受け
入れられており、近年傾向に大きな変化はない。

在宅療養支援病院における介護保険施設に対する往診等の対応状況
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在宅療養支援病院における介護保険施設への年間往診件数、介護保険施設からの年間入院受入件数割合

往診件数 年間入院受入件数

医療院

老健

特養

出典：在宅療養支援病院に関する調査（日本在宅療養支援病院連絡協議会より提供）を基に保険局医療課にて作成

中 医 協 総 － １
５ ． １ ０ ． ２ ０



論点① 協⼒医療機関との連携体制の構築

■ 介護保険施設（特養・⽼健・介護医療院）において、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、
協⼒医療機関との連携のもとで適切な対応が⾏われるよう、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を⽀援す
る地域の医療機関等と実効性のある連携体制を構築することを念頭に、１年間の経過措置を設けた上で、
以下の要件を満たす協⼒医療機関を定めることを義務化してはどうか。
①⼊所者の急変時等に、医師⼜は看護職員が夜間休⽇を含め相談対応する体制が確保されていること。
②診療の求めを受け、夜間休⽇を含め診療が可能な体制を確保していること。
③当該施設での療養を⾏う患者が緊急時に原則⼊院できる体制を確保していること。
※複数の協⼒医療機関を定めることにより①〜③を満たすことも可能としてはどうか。

■ 特定施設と認知症グループホームについては、介護保険施設と異なり、現⾏は協⼒病院を定めることが
義務となっていないこと等を踏まえ、まずは上記の①と②について努⼒義務としてはどうか。

■ また、定期的（年１回以上）に、協⼒医療機関と緊急時の対応等を確認し、医療機関名等について指定
権者(許可権者)に提出することとしてはどうか。

■ さらに、協⼒医療機関との連携を更に強化するため、⼊所者の現病歴等の情報共有を⾏う会議を定期的
に開催することを評価してはどうか。なお、特定施設については、医療機関連携加算の要件を⾒直すこと
としてはどうか。

■ ⼊所者が協⼒医療機関に⼊院した際に、⼊所者の病状が軽快し、施設での療養が可能となった場合にお
いて、当該者が速やかに再⼊所できるよう努めることとしてはどうか。

対応案
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運営基準の改正等の概要（案）
１．地域包括ケアシステムの深化・推進
① 医療・介護連携による医療ニーズの⾼い⽅や看取りへの対応
・ 施設系サービスについて、以下のⅰ〜ⅲの要件を満たす協⼒医療機関（ⅲの要件を満たす協⼒医療機関については、病院に限る。）を定
めることを義務付ける（※⼀定の経過措置期間を設ける。）。その際、複数の医療機関を定めることにより要件を満たすこととしても差し
⽀えないこととする。また、居住系サービスについて、協⼒医療機関を定める際に、ⅰ及びⅱの要件を満たす協⼒医療機関を定めるように
努めることととする。
ⅰ ⼊所者の病状の急変時等に、医師等が相談対応を⾏う体制を常時確保していること
ⅱ 診療の求めがあった場合に、診療を⾏う体制を常時確保していること
ⅲ ⼊所者の病状の急変時等に、医師が診療を⾏い、⼊院の必要性が認められた場合、当該者の⼊院を原則として受け⼊れる体制を確保し
ていること

・ 施設系・居住系サービスについて、１年に１回以上、協⼒医療機関との間で、⼊所者の病状の急変時等の対応を確認するとともに、当該
協⼒医療機関の名称等について、都道府県知事等に対して届け出ることを義務付ける。

・ 施設系・居住系サービスについて、⼊所者が協⼒医療機関に⼊院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合は、速やかに再⼊所
させることができるように努めることとする。

・ 指定介護⽼⼈福祉施設があらかじめ定めることとされている緊急時等の対応⽅法について、配置医師及び協⼒医療機関の協⼒を得て定め
ることとし、１年に１回以上、⾒直しを義務付ける。

・ 看護⼩規模多機能型居宅介護のサービス内容を運営基準に反映する。
② 感染症や災害への対応
・ 居住系・施設系サービスについて、あらかじめ、 第⼆種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発⽣時等の対応を取り決めるよう努
めることとする。また、協⼒医療機関が第⼆種協定指定医療機関である場合は、新興感染症の発⽣時等の対応について協議を⾏うことを義
務付ける。

③ ⾼齢者虐待防⽌等の取組
・ 短期⼊所系・多機能系サービスについて、⾝体的拘束等の適正化のための措置を義務付ける。（※１年の経過措置期間を設ける。）
・ 訪問系・通所系サービス、福祉⽤具貸与、特定福祉⽤具販売及び居宅介護⽀援（予防を含む。）について、当該利⽤者⼜は他の利⽤者等
の⽣命⼜は⾝体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、⾝体的拘束等を⾏ってはならないこととする。また、⾝体的拘束等を⾏う場
合の記録を義務付ける。

④ 地域の特性に応じたサービスの確保
・ 離島・過疎地域に所在する定員30名の指定介護⽼⼈福祉施設について、当該指定介護⽼⼈福祉施設の⽣活相談員等により利⽤者の処遇等
が適切に⾏われる場合、併設する短期⽣活介護事業所等の⽣活相談員等を置かないことができることとする。

⑤ 個室ユニットケアの質の向上
・ 短期⼊所系・施設系のユニット型施設の管理者は、ユニットケア施設管理者研修を受講するよう努めなければならないこととする。

47

社保審－介護給付費分科会

第234回（R5.12.4） 資料１


